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 心身の発達の遅れ又は障害のある児童とその家族に、発達の段階に応じた切れ目のない支

援を行うため、児童発達支援センターを設置したいので、この案を提出するものである。 
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   入間市児童発達支援センター条例 

 

（設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第４条第２項に規定

する障害児（以下「障害児」という。）の福祉の増進を図るため、法第４３条第１号に規定

する福祉型児童発達支援センターを設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 福祉型児童発達支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

入間市児童発達支援センター 入間市大字上藤沢７３０番地１ 

（施設） 

第３条 入間市児童発達支援センター（以下「センター」という。）の施設は、別表第１のと

おりとする。 

（業務） 

第４条 センターは、次に掲げる業務を行う。 

⑴ 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援（以下「児童発達支援」という。）に

関すること。 

⑵ 法第６条の２の２第６項に規定する保育所等訪問支援（以下「保育所等訪問支援」と

いう。）に関すること。 

⑶ 法第６条の２の２第７項に規定する障害児相談支援（以下「障害児相談支援」という。）

に関すること。 

⑷ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１８項に規定する計画相談支援

（以下「計画相談支援」という。）に関すること。 

⑸ 障害者総合支援法第５条第１９項に規定する基本相談支援（以下「基本相談支援」と

いう。）に関すること。 

⑹ 日中一時支援（障害児の日中における活動の場を提供し、及び見守り、障害児等の家

族の就労支援及び障害児を日常的に介護している家族の一時的な休息の確保を図ること

を目的として障害児を一時的に預かる等の支援をいう。以下同じ。）に関すること。 
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⑺ 障害のある子どもの地域社会への参加・包容を推進するため、地域の連携体制の構築

を図る事業（以下「地域支援事業」という。）に関すること。 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、センターの設置の目的を達成するために必要な事業に関

すること。 

（職の設置） 

第５条 センターに所長その他必要な職員を置く。 

（休所日及び利用時間） 

第６条 センターの休所日及び利用時間は、規則で定める。 

（定員） 

第７条 児童発達支援及び日中一時支援の１日当たりの利用定員は、規則で定める。 

（利用者の範囲） 

第８条 センターを利用することができる者は、市内に住所を有する者で、次の各号に掲げ

る支援の区分に応じ、当該各号に定めるものとする。 

⑴ 児童発達支援又は保育所等訪問支援 法第２１条の５の５第１項に規定する通所給付

決定を受けた保護者（法第６条に規定する保護者をいう。以下同じ。）に係る障害児又は

法第２１条の６の規定による措置に係る障害児 

⑵ 障害児相談支援 法第２４条の２６第１項に規定する障害児相談支援対象保護者 

⑶ 計画相談支援 障害者総合支援法第５１条の１７第１項に規定する計画相談支援対象

障害者等（障害児及びその保護者に限る。） 

⑷ 基本相談支援 障害児、障害児の保護者又は障害児の介護を行うもの 

⑸ 日中一時支援 障害児及び市長が必要と認めるもの 

⑹ 地域支援事業及び第４条第８号に掲げる事業 市長が必要と認めるもの 

（利用の承認） 

第９条 センターを利用しようとする者（基本相談支援、地域支援事業及び第４条第８号に

規定する事業を利用しようとする者を除く。）は、支援の対象となる児童（障害児相談支援

又は計画相談支援にあっては相談に係る児童）が利用する支援について市長の承認を受け

なければならない。ただし、法第２１条の６の規定による措置に係る障害児その他市長が

必要と認める場合は、この限りでない。 

 （利用の制限） 
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第１０条 市長は、センターの管理上又は事業の運営上支障があると認められるときは、セ

ンターの利用を制限することができる。 

（費用負担） 

第１１条 センターを利用する者（その者が障害児である場合にあっては、その保護者。た

だし、法第２１条の６の規定による措置に係る障害児の保護者を除く。）は、別表第２の左

欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額を負担しなければならない。 

（減免） 

第１２条 市長は、特別の理由があると認めるときは、前条に規定する額を減額し、又は免

除することができる。 

（安全管理） 

第１３条 市長は、センターの利用者及び職員に関する緊急時の安全確保及び非常災害時の

被害軽減を図るため、安全管理マニュアルを策定するとともに、定期的に必要な訓練を行

うものとする。 

（苦情解決） 

第１４条 市長は、センターの利用に関する保護者等からの苦情を解決するため、必要な措

置を講じるものとする。 

（虐待の防止のための措置） 

第１５条 市長は、児童に対する虐待を防止し、及び早期に発見して迅速かつ適切な対応を

図るため、職員に対する啓発に努めるとともに、関係機関との連携体制を整備するものと

する。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の日か

ら施行する。 

（準備行為） 

第２条 第９条第１項に規定するセンターを利用するための承認の申請その他この条例の施

行に関し必要な準備は、この条例の施行前においても行うことができる。 
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 （入間市健康福祉センター条例の一部改正） 

第３条 入間市健康福祉センター条例（平成１４年条例第４５号）を次のように改正する。 

 第４条１項中「入間市夜間診療所」の次に「及び入間市児童発達支援センター」を加え、

同条第２項中「入間市夜間診療所」の次に「及び入間市児童発達支援センター」を、「つい

ては、」の次に「それぞれ」を加える。 

  第５条中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

 別表第１中児童発達支援部門の項を削る。 

別表第１（第３条関係） 

施設名 

指導訓練室、学習室、活動室、相談室、医務室、遊戯室、屋外遊戯場 

別表第２（第１１条関係） 

区分 金額 

児童発達支援 法第２１条の５の３第２項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額（法第２１条の５の７第１１項の規定によ

り、センターが利用者の保護者に代わり法第２１条の５の３第１項に

規定する障害児通所給付費を受領する場合は、当該障害児通所給付費

の額を控除して得た額） 

保育所等訪問支援 

障害児相談支援 法第２４条の２６第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準により

算定した費用の額（同条第３項の規定により、センターが利用者に代

わり同条第１項に規定する障害児相談支援給付費を受領する場合は、

当該障害児相談支援給付費の額を控除して得た額） 

計画相談支援 障害者総合支援法第５１条の１７第２項に規定する厚生労働大臣が定

める基準により算定した費用の額（同条第３項の規定により、センタ

ーが利用者に代わり同条第１項に規定する計画相談支援給付費を受領

する場合は、当該計画相談支援給付費の額を控除して得た額） 

日中一時支援 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）
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の制定により廃止された廃止前の障害者自立支援法に基づく指定障害

福祉サービス及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１６９号）別表介護給付

費等単位数表４短期入所サービス費の規定に基づき算定した金額を日

中一時支援に換算した金額（以下「サービス費」という。）の１００分

の１０に相当する額に職員の数が１人であるときは１００分の２０

を、２人以上であるときは１００分の５０を加算した額に平成２４年

３月３１日における厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成１８年

厚生労働省告示第５３９号）第１号の表の上欄に掲げる地域区分及び

中欄に掲げるサービス種類の短期入所に応じた同表の下欄に掲げる割

合を乗じた額 

 


